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１．地熱関係運用指針の目的 

再生可能エネルギーの普及促進を求める社会的な要請を受け、平成２６年１０月、大分

県環境審議会温泉部会内規（以下「内規」という。）を改正し、地熱発電等を目的とする

土地の掘削等の審議基準を追加した。 

本地熱関係運用指針（以下「運用指針」という。）は、円滑な運用を図っていくため、

地熱発電等を目的とする温泉掘削許可申請（以下「申請」という。）時に必要とされる提

出書類及び内容を具体的に示すものである。環境省「温泉資源の保護に関するガイドライ

ン（地熱発電関係）」を参考として作成しており、地熱発電等を目的とする温泉掘削許可

をより円滑かつ公正に進めることをねらいとしている。 

 

 

２．温泉掘削許可申請事務の運用 

 

（１）運用指針の位置づけ 

本運用指針は、下図１のとおり内規（別表１）、添付書類の関係性を示すとともに、意

義、内容、取扱いについて、具体化したものである。内規（別表１）、添付書類において、

申請時に必要とされる資料の具体的な内容については、本運用指針に基づくものとする。 
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（２）関連用語 

本運用指針において関係する地熱関係の用語の内容は以下のとおりである。 

 

●地熱発電等の定義 

 
 

●試験井（調査井） 

地熱貯留層の資源量評価を確認することを目的として掘削される坑井。ここでは、構造試

錐井で行われる調査内容に加えて、噴出試験を行う坑井とする。実際に地熱流体を噴出さ

せ、水位や圧力のほか、温度、成分組成の測定を行う。* 

 

●生産井 

地熱貯留層から地熱流体を採取するための坑井。蒸気井ともいう。採取された地熱流体は 

地熱発電所で発電に使用される。* 

 

●還元井 

地熱発電所において、生産井から採取された地熱流体を使用後地下に返送するための坑

井。地熱流体による熱汚染防止、ひ素等の有害成分流出による環境汚染防止、地盤沈下防

止、貯留層の圧力維持・涵養等を目的とする。* 

 

●地熱流体 

地熱開発が対象とする比較的深部の熱水及び蒸気・ガス。* 

 

 

 

名称 内容 取扱い

温泉熱発電
発電目的の口径８０Ａ以内の掘削で、申請深度が周辺の浴用利用
の温泉から１００ｍ未満であること。

通常の申請に必要な添付
資料を求める。

地熱発電
発電目的の掘削で、申請深度が大深度掘削(周辺の浴用利用の温
泉から１００ｍ以上）であること。

通常の申請に必要な添付
資料に加え、内規第８条
第５号に基づき、別表１
の添付資料を求める。

地熱発電相当

・発電を目的とする掘削ではないが、申請深度が大深度掘削（周
辺の浴用利用の温泉から１００ｍ以上）であること。
・申請深度が大深度掘削（周辺の浴用利用の温泉から１００ｍ以
上）でないが、噴気沸騰泉を対象とする口径８０Ａ超の申請であ
ること。

通常の申請に必要な添付
資料に加え、内規第８条
第６号に基づき、特殊な
温泉利用を予定する申請
として別表１に準じて添
付資料を求める。

＜周辺温泉として浴用に限り、地熱発電（相当）用を参考にしない理由＞
　地熱発電（相当）目的で掘削した泉源は、一般的な深度の泉源である浴用利用の温泉とは異なり、通常と
異なる深度を掘削するだけの根拠等を示して許可したものであるため、参考にできません。
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●地熱貯留層 

地熱流体を貯留する地層のこと。地熱貯留層は熱水対流系の部分系であり、割れ目に富ん

だ岩体からなることが多い。* 

 

●地熱構造モデル図 

温泉と地熱貯留層の関係について地質構造の観点から、地層や断層等の分布、地熱貯留層

と温泉帯水層の分布、熱源等の概要を説明したモデル。* 

 

●地熱流体流動モデル図 

地熱構造モデルを発展させ、温泉水や地熱流体の温度や圧力、地化学情報を基に、温泉及

び地熱流体の生成機構・地熱貯留層温度・熱水系の分類・混合状態・流動状態を説明した

モデル。* 

 

●地化学調査 

地表において、水・土壌・岩石・植物・地下ガスなどを採取して、試料に含まれる指示元

素を微量分析法により求め鉱床等を探査する手法。 

 

●電磁探査 

地層を構成する物質の比抵抗の違いに着目して、地下の構造や状態、地下資源の存在など

を調査する手法。電気探査は大地に直接電流を流すのに対して電磁探査は大地に入射し

た電磁波の電磁応答を扱う。 

 

●地質調査 

ある地域の地層の種類・構造・層序関係・分布状態などを調査すること。 

 

●トレーサー調査 

トレーサーとなる物質を坑井に注入し、坑井間、温泉とのつながり、熱水の流動状況を明

らかにするため、生産井の熱水や温泉水を採取して、その物質が検出されるかどうかを測

定する試験。* 

 

●坑井特性試験 

坑井単位（生産井・圧入井）ごと、または複数の坑井間で定期的あるいは必要に応じて実

施されるテストをいう。坑井の生産・圧力能力、浸透率等の連続性、坑井近傍の生産性障

害の程度等の諸情報を得ることを目的とする。 
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●プロダクション検層 

生産井の生産状況や圧力井の圧入状況を評価するための検層をいう。ケーシングパフォ

ーマンスを詳細に判定することを目的とする。 

 

●噴出試験 

地熱井の噴出量と孔口圧力を測定する試験。噴気試験と呼ばれることもある。バルブ操作

等で孔口圧力を変化させ噴出量を測定することで坑井の噴出特性を調査する短期噴出試

験と周辺の坑井に対しての圧力干渉等を調査する長期噴出試験がある。複数の生産井や

試験井を同時に噴出させて状況を確認する試験は一斉噴出試験と呼ばれる。* 

 

●バイナリー発電 

温泉水と水より低い沸点をもつ媒体（二次媒体と呼ぶ）との間で熱交換器（蒸発器）によ

り熱交換を行って、二次媒体を沸騰させて作った蒸気でタービンを回転させて発電する

発電方式。* 

 

●固定価格買取制度 

平成 24 年 7 月に電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置（平

成 23 年法律第 108 号）に基づいて創設された制度であり、再生可能エネルギー源（太   

陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、国が定め  る固定

価格で一定の期間電気事業者に調達を義務づけるもの。* 

 

●設備認定 

固定価格買取制度による売電を行う場合、法令で定める要件に適合しているか国におい

て確認するもの。* 

 

●大深度掘削 

次図２に示す。 

 

 

※*：引用元：環境省 温泉資源保護ガイドライン（地熱発電関係）H29.10 

 

 

 

4



 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

・基準となる周辺の浴用利用の温泉井

の深度から 100ｍ以上深くなれば、大

深度掘削に該当。 

・100m 未満であれば、通常の温泉掘

削に該当 

 

＜周辺温泉として浴用に限り、地熱発

電（相当）用を参考にしない理由＞ 

地熱発電（相当）目的で掘削した泉源

は、一般的な深度の泉源である浴用利

用の温泉とは異なり、通常と異なる深

度を掘削するだけの根拠等を示して許

可したものであるため、参考にできま

せん。 
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（３）離隔距離の制限 

 離隔距離の判断基準となるのは、申請孔及び既存孔の性質によって判断される。例えば、

内規（別表１）で、申請孔の口径が８０Ａであっても、既存孔の口径が１５０Ａであれば、

既存孔から３００ｍ以上の離隔距離を要することになる。（下図３参照） 

 

 図３ 離隔距離の考え方（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存孔

（口径：150A）
申請孔

（口径：80A）

300m以上 150m以上
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（４）地熱資源利用形態の提示 

 地熱資源利用の多様化に伴い、地熱発電をはじめとする利用の類例及びその内規による

規制について下表１にまとめる。 

 

 

表１　高温地熱資源利用形態の分類

分類 内容 利用後の処理 課題 内規規制

発電

蒸気又は熱水の熱エネル
ギーを電気エネルギーに変換
（フラッシュ発電、バイナリー発
電）

利用した温泉のうち、
蒸気及びガスは、大気
中放散（一部熱水に混
合されるものを除く）
熱水は還元井による地
下還元又は2次以降の
利用後に排水処理

基本的に24時間
連続稼働するた
め、地下資源の消
耗が大きい

地域指定、離隔距離規制、
事前調査、地元説明、影響
監視、資源保護及び環境保
全の対策・誓約
（大規模のものは個別審議）

産業

蒸気又は熱水の熱エネル
ギー交換又は温度や成分等
を利用した物品加工、製造
（暖房、殺菌、加熱、湯の花
等）

利用後に排水処理又
は産廃処理

一般的に発電ほど
の温度、圧力は必
要ではないと思わ
れるが、社会状況
や技術の進展に
応じて新たな用途
開発や集中配置
など、想定外の事
態が起こりうる

口径、深度、離隔距離規
制、地域指定、動力性能規
制

内容や規模により影響監
視、地元説明

内規で具体化していない
ケースについては、個別に
温泉部会で検討
（発電可能規模のものは発
電に準じた規制）

医療・福祉
蒸気又は熱水を直接・間接に
利用
（温浴治療、リハビリ　等）

観光
主に蒸気を直接・間接に利用
（鑑賞、料理）

温泉

熱水・蒸気を水と混合して温
泉を造成、又は蒸気蒸し温泉
として利用
（自家用、公共用）

　温泉のゆう出を目的としない地熱利用

分類 内容 利用後の処理 課題 内規規制

熱交換

温泉法で定義する温泉をゆう
出させず、地下の熱エネル
ギーを採取
（二重管式発電、高温岩体発
電等）

なし

温泉をゆう出させ
ないものの、温泉
の主要な構成要
素である温度を採
取するため、温泉
源に影響を与える
恐れ

現在は温泉法の対象ではな
いが、温泉法第14条（他目
的掘削）対象として周辺モニ
タリングや住民説明など、可
能な範囲での協力を要請

利用後に排水処理
噴気沸騰泉の増
加による地下資源
への影響

口径、深度、離隔距離規
制、地域指定、動力性能規
制
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表
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事
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調

査
の
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方
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的
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留
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事
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文
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調
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開
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予
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地
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な
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同
地
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過
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す
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。
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地
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坑
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容
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分

析
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解
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地
域
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よ

っ
て

文
献

の
内

容
は

異
な

る
が

、
で

き
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だ
け

多
く
の

文
献
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対
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と

し
、

広
範

な
分
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を

す
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と

。

現
地
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査
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削

地
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具
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化
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地
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査
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。
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づ

き
、

資
源
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発
電

量
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関
係

性
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説
明

す
る
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と

。

種
類

目
的

効
果

内
容

留
意

事
項

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

掘
削

地
周

辺
の

温
泉

井
等

で
開

発
に

よ
る

影
響
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な
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認

す
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の
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得
る

一
助

と
な
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掘
削
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辺
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地
化

学
調

査
等

か
ら

モ
ニ
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リ

ン
グ

地
点

と
し
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選

定
さ

れ
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い
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、
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に
温

度
、
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分

等
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必
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す
る

。
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前
に

行
う

測
定

期
間

は
、

季
節

的
な

変
動

も
把

握
す

る
た

め
、

掘
削

前
の

少
な

く
と

も
1
年

以
上

と
す

る
。

－

開
発

計
画

持
続

可
能

か
つ

安
定

的
な

事
業

経
営

を
確

認
す

る
。

持
続

的
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つ
安

定
的

な
経
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に
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す

る
。

事
業

内
容

の
具

体
化

、
確

実
な

収
支

見
込

み
を

立
て

る
。

特
に

、
九

州
電

力
（
株

）
と

の
系

統
連

系
に

つ
い

て
は

し
っ

か
り

と
し

た
見

通
し

を
持

つ
こ

と
。

第
三

者
へ

の
売

却
等

想
定

し
て

い
る

場
合

は
、

円
滑

に
事

業
や

リ
ス

ク
管

理
が

引
き

継
が

れ
る

よ
う

対
策

を
説

明
す

る
こ

と
。

還
元

井
の

検
討

温
泉

資
源

保
護

に
対

す
る

考
え

方
、

具
体

的
な

対
応

を
確

認
す

る
。

温
泉

資
源

の
保

護
、

安
定

し
た

事
業

継
続

に
資

す
る

。

位
置

、
口

径
、

深
度

、
地

下
構

造
等

か
ら

還
元

能
力

の
検

討
及

び
付

近
泉

等
へ

の
影

響
を

検
討

す
る

。

還
元

井
の

メ
リ

ッ
ト

、
デ

メ
リ

ッ
ト

を
し

っ
か

り
検

討
す

る
こ

と
。

地
元

対
応

円
滑

な
事

業
推

進
の

た
め

、
地

元
の

理
解

、
協

力
を

得
る

。
安

定
的

な
経

営
に

資
す

る
と

と
も

に
、

地
元

の
協

力
が

期
待

で
き

る
。

事
業

計
画

を
は

じ
め

想
定

さ
れ

る
リ

ス
ク

及
び

そ
の

対
応

策
、

公
害

防
止

（
大

気
、

排
水

な
ど

）
等

に
つ

い
て

も
十

分
に

説
明

し
、

要
望

や
意

見
を

把
握

す
る

こ
と

。

対
象

者
（
個

人
、

法
人

、
団

体
）
は

基
本

的
に

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

地
域

内
と

す
る

が
、

地
元

自
治

体
と

も
相

談
の

上
、

広
く
選

定
す

る
こ

と
。

地
域

協
議

会
の

設
置

に
つ

い
て

も
検

討
す

る
こ

と
。

　
温

泉
資

源
の

利
用

は
適

正
な

保
護

の
上

に
成

り
立

つ
こ

と
か

ら
、

温
泉

資
源

を
無

駄
に

せ
ず

、
持

続
的

か
つ

安
定

的
な

事
業

運
営

に
も

資
す

る
た

め
設

置
の

検
討

を
必

要
と

す
る

。
二

次
利

用
の

計
画

が
あ

る
場

合
、

具
体

的
な

計
画

を
記

載
す

る
こ

と
。

　
長

期
間

に
渡

る
発

電
事

業
は

地
域

住
民

の
生

活
や

産
業

等
に

少
な

か
ら

ず
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
か

ら
、

地
域

の
一

員
と

し
て

の
自

覚
を

持
つ

た
め

地
元

対
応

は
必

要
で

あ
る

。

必
要

性

　
本

県
で

高
温

地
熱

が
期

待
さ

れ
る

地
域

に
関

し
て

国
等

が
過

去
行

っ
た

各
種

調
査

は
、

開
発

予
定

地
域

を
絞

り
込

む
上

で
の

重
要

な
資

料
と

な
る

。

・
文

献
調

査
だ

け
で

は
地

域
の

全
体

的
な

様
子

し
か

わ
か

ら
ず

、
で

き
る

だ
け

効
率

的
か

つ
濫

掘
に

つ
な

が
ら

な
い

掘
削

を
行

う
た

め
に

も
掘

削
適

地
の

明
確

化
は

必
要

で
あ

る
。

・
右

内
容

の
う

ち
、

地
熱

流
体

流
動

に
つ

い
て

の
考

え
方

を
説

明
す

る
に

足
る

調
査

を
必

要
と

す
る

。
（
地

表
調

査
、

電
磁

探
査

、
地

化
学

調
査

　
等

）

・
デ

ー
タ

を
総

合
的

に
解

析
す

る
こ

と
で

、
理

論
的

に
掘

削
候

補
地

の
妥

当
性

を
検

証
し

、
適

切
な

掘
削

に
資

す
る

。
・
個

々
の

調
査

の
ま

と
め

と
し

て
表

現
す

る
こ

と
も

で
き

る
が

、
そ

れ
ぞ

れ
を

関
連

付
け

て
考

察
す

る
た

め
に

も
総

合
的

解
析

は
必

要
と

す
る

。

（
５

）
内

規
（
別

表
１

）
に

記
載

の
「
事

前
調

査
」

　
事

前
調
査

に
つ

い
て
は

、
下
表

に
そ
の

考
え

方
を
示

す
と

と
も
に

、
事
前

調
査
範

囲
に

つ
い
て

は
、

図
４
に

示
す

。

表
３

　
事

前
調

査
に

基
づ

き
実

施
す

る
も

の
必

要
性

　
文

献
調

査
や

現
地

調
査

の
結

果
は

あ
く
ま

で
理

論
的

な
も

の
で

あ
る

。
掘

削
が

実
際

に
影

響
を

及
ぼ

す
か

は
掘

削
の

前
後

で
の

状
況

で
確

認
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

か
ら

、
で

き
る

だ
け

長
期

間
に

わ
た

っ
て

所
要

項
目

を
把

握
す

る
必

要
が

あ
る

。

　
温

泉
の

濫
掘

を
防

ぐ
た

め
、

ま
た

事
業

継
続

の
た

め
に

も
し

っ
か

り
と

し
た

事
業

計
画

を
立

て
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
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（６） 内規（別表１）に記載の掘削・増掘申請に必要な書類

表４　口径８０Ａ以内で大深度の掘削、増掘を行う場合

②掘削予定地点と既存井の距離を測
定し、１５０ｍ以上離れていること

・付近見取図（様式なし）※２

③開発計画が温泉資源に与える影響
を把握するため、温泉資源への必要
な調査を行うこと

・モニタリング調査報告書（参考様式－地熱３）

④地熱開発地域で説明会等を行うこと
・地元説明に関する状況説明書（参考様式－地熱６）

・地域協議会の検討状況（様式なし）

モニタリング調査

①噴出試験を行い、温泉資源の保護
を図るために必要な影響調査を実施
すること

②生産開始後も温泉資源の保護を図
るため、継続して影響調査を実施する
こと

③ゆう出量の減少など、温泉資源へ
の影響の兆候が認められた場合、温
泉の採取を停止または制限し、資源
の回復が認められない場合は温泉を
埋め戻すこと

・影響調査計画書（噴気試験）（参考様式－地熱４）

・影響調査計画書（生産開始前／生産開始後）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考様式－地熱７）
※九州電力（株）への傾倒連携等の関係で、生産井として
の利用まで相当期間（１年以上）が空く場合、周辺の状況
変化を把握するため、生産開始まで引き続きモニタリング
を行うこと

・モニタリングの実施及び温泉源への影響が認められた
場合の対処に係る誓約書（参考様式－地熱９）

・モニタリング泉源所有者の承諾書（様式なし）

・地熱構造モデル図、地熱流体流動モデル図（様式なし）

・掘削理由書（地熱発電）（参考様式－地熱１）

・発電事業計画書（参考様式－地熱２）

・全体計画（様式なし）※１　・・・【表８】に記載の資料を作
成すること。

・排水計画書及び還元井の検討・設置計画書（様式なし）

添付書類

※　添付書類は参考様式を示しているものが多く、申請者独自の様式や関係市町村で定められた様式を使用することを妨げるもので
　はないが、その場合は事前に県の了解を得ること。
※１　開発対象となる地熱貯留層の存在範囲と持続可能な熱水利用量を科学的に推定すること。なお、地熱貯留層の存在範囲、周辺
　　の温泉帯水層との関係から温泉資源に影響が生じないこと、または周辺温泉事業者や他の地熱発電事業者への影響予測などを
　　科学的に推定のうえ記載すること。
※２　半径１ｋｍ以内の付近泉及びモニタリング泉源と掘削予定位置の関係（地番、温泉採取権者名、掘削予定位置からの距離等）を
　　示す図を作成すること。

＜使用する様式について＞

区分 別表１ 項目

生産井

①地熱開発計画を明らかにし、地熱開
発計画と温泉資源の関係性を示すこ
と

還元井の検討
温泉資源の保護及び周辺環境の保全
のために必要な措置を講じること

事前調査
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表５　口径８０Ａ超１５０Ａ以内で掘削、増掘を行う場合

②掘削予定地点と既存井の距離を測定し、
３００ｍ以上離れていること

・付近見取図（様式なし）※２

③開発計画が温泉資源に与える影響を把
握するため、温泉資源への必要な調査を行
うこと

・モニタリング調査報告書（参考様式－地熱３）

モニタリング調査

①噴出試験を行い、温泉資源の保護を図る
ために必要な影響調査を実施すること

②生産開始後も温泉資源の保護を図るた
め、継続して影響調査を実施すること

③ゆう出量の減少など、温泉資源への影響
の兆候が認められた場合、温泉の採取を停
止または制限し、資源の回復が認められな
い場合は温泉を埋め戻すこと

・影響調査計画書（噴気試験）（参考様式－地熱４）

・影響調査計画書（生産開始後）（参考様式－地熱７）

・モニタリングの実施及び温泉源への影響が認められた場合の対処に
係る誓約書（参考様式－地熱９）

・モニタリング泉源所有者の承諾書（様式なし）

還元井の検討
温泉資源の保護及び周辺環境の保全のた
めに必要な措置を講じること

・排水計画書及び還元井の検討・設置計画書（様式なし）

地元説明 地熱開発地域で説明会等を行うこと
・地元説明に関する状況説明書（参考様式－地熱６）
・地域協議会の検討状況（様式なし）

②掘削予定地点と既存井の距離を測定し、
３００ｍ以上離れていること

・付近見取図（様式なし）※２

③開発計画が温泉資源に与える影響を把
握するため、温泉資源への必要な調査を行
うこと

・影響調査報告書（噴気試験）（参考様式－地熱５）

還元井の検討
温泉資源の保護及び周辺環境の保全のた
めに必要な措置を講じること

・排水計画書及び還元井の検討・設置計画書（様式なし）

地元説明 地熱開発地域で説明会等を行うこと
・地元説明に関する状況説明書（参考様式－地熱６）
・地域協議会の検討状況（様式なし）

＜使用する様式について＞
※　添付書類は参考様式を示しているものが多く、申請者独自の様式や関係市町村で定められた様式を使用することを妨げるものではないが、その場合は事前
　に県の了解を得ること。
※１　開発対象となる地熱貯留層の存在範囲と持続可能な熱水利用量を科学的に推定すること。なお、地熱貯留層の存在範囲、周辺の温泉帯水層との関係から
　　温泉資源に影響が生じないこと、または周辺温泉事業者や他の地熱発電事業者への影響予測などを科学的に推定のうえ記載すること。
※２　半径１ｋｍ以内の付近泉及びモニタリング泉源と掘削予定位置の関係（地番、温泉採取権者名、掘削予定位置からの距離等）を示す図を作成すること。

モニタリング調査

①噴出試験を行い、温泉資源の保護を図る
ために必要な影響調査を実施すること

②生産開始後も温泉資源の保護を図るた
め、継続して影響調査を実施すること

③ゆう出量の減少など、温泉資源への影響
の兆候が認められた場合、温泉の採取を停
止または制限し、資源の回復が認められな
い場合は温泉を埋め戻すこと

・影響調査計画書（生産開始前／生産開始後）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考様式－地熱７）
※九州電力（株）への傾倒連携等の関係で、生産井としての利用まで相
当期間（１年以上）が空く場合、周辺の状況変化を把握するため、生産
開始まで引き続きモニタリングを行うこと

・モニタリングの実施及び温泉源への影響が認められた場合の対処に
係る誓約書（参考様式－地熱９）

・モニタリング泉源所有者の承諾書（様式なし）

生産井

事前調査

①地熱開発計画を明らかにし、地熱開発計
画と温泉資源の関係性を示すこと

・地熱構造モデル図、地熱流体流動モデル図（様式なし）
・掘削理由書（地熱発電）（参考様式－地熱１）
・発電事業計画書（参考様式－地熱２）
・試験掘削結果書（様式なし）
・噴気試験結果書（様式なし）
・水質分析結果書（様式なし）
・全体計画（様式なし）※１　・・・（表８）に記載の資料を作成すること。

試験井

事前調査

①地熱開発計画を明らかにし、地熱開発計
画と温泉資源の関係性を示すこと

・地熱構造モデル図、地熱流体流動モデル図（様式なし）
・掘削理由書（地熱発電）（参考様式－地熱１）
・発電事業計画書（参考様式－地熱２）
・全体計画（様式なし）※１　・・・（表８）に記載の資料を作成すること。

添付書類区分 別表１ 項目
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表
６

　
生

産
井

転
用

時
の

提
出

書
類

提
出

書
類

（
状

況
に

応
じ

て
別

途
提

出
い

た
だ

く
こ

と
も

あ
る

）
※

提
出

す
る

書
類

は
最

新
の

も
の

で
あ

る
こ

と
。

（
公

的
書

類
は

3
ヶ

月
以

内
）

書
類

名
試

験
井

生
産

井
留

意
事

項
温

泉
共

通
掘

削
許

可
申

請
書

○
○

（
基

本
）

掘
削

理
由

書
○

○
掘

削
地

点
詳

細
図

○
○

付
近

見
取

図
○

○
付

近
泉

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
箇

所
含

む
）
と

掘
削

予
定

位
置

の
関

係
示

す
図

を
作

成
す

る
こ

と
。

土
地

登
記

簿
謄

本
○

○
土

地
所

有
者

の
土

地
使

用
承

諾
書

△
△

他
者

所
有

の
場

合
、

あ
ら

た
め

て
生

産
井

に
対

し
て

取
得

す
る

必
要

あ
り

各
種

土
地

使
用

許
可

書
（
写

）
△

△
法

令
に

基
づ

く
許

可
（
自

然
公

園
、

農
地

、
急

傾
斜

地
等

）
が

必
要

な
場

合
掘

削
申

請
地

周
辺

地
籍

図
○

○
ケ

ー
シ

ン
グ

図
○

○
利

用
計

画
図

○
○

掘
削

設
備

配
置

図
及

び
構

造
図

○
×

新
た

な
掘

削
は

行
わ

な
い

掘
削

時
災

害
防

止
基

準
適

合
証

明
書

○
×

新
た

な
掘

削
は

行
わ

な
い

掘
削

時
災

害
防

止
規

定
○

×
新

た
な

掘
削

は
行

わ
な

い
誓

約
書

（
欠

格
要

件
）

○
○

法
人

登
記

全
部

事
項

証
明

書
○

○
委

任
状

△
△

代
理

人
に

よ
る

手
続

き
を

す
る

場
合

に
必

要
地

熱
用

地
熱

構
造

モ
デ

ル
図

、
地

熱
流

体
流

動
モ

デ
ル

図
○

△
試

験
井

掘
削

結
果

で
変

更
あ

れ
ば

提
出

（
追

加
）

発
電

事
業

計
画

書
（
資

金
計

画
書

、
設

備
認

定
含

む
）

○
○

試
験

井
性

能
や

状
況

変
化

等
を

踏
ま

え
て

再
検

討
の

こ
と

全
体

計
画

△
△

事
前

調
査

報
告

書
（
掘

削
前

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

報
告

書
）

○
×

試
験

井
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
報

告
書

－
○

試
験

井
の

掘
削

前
か

ら
調

査
終

了
ま

で
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

を
ま

と
め

、
掘

削
影

響
の

有
無

を
確

認
す

る
こ

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
は

第
三

者
評

価
を

行
い

、
客

観
性

を
担

保
す

る
こ

と

試
験

井
掘

削
結

果
書

－
○

試
験

井
掘

削
結

果
を

ま
と

め
、

坑
井

評
価

（
資

源
量

推
定

含
む

）
と

し
て

提
出

（
下

記
の

水
質

分
析

、
噴

気
試

験
結

果
と

ま
と

め
て

も
可

）
水

質
分

析
結

果
書

－
○

試
験

井
掘

削
で

噴
出

し
た

蒸
気

及
び

熱
水

の
水

質
分

析
を

行
い

、
結

果
を

提
出

噴
気

試
験

結
果

書
－

○
噴

出
試

験
の

内
容

及
び

結
果

を
ま

と
め

、
提

出
噴

気
試

験
の

影
響

調
査

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
）
計

画
書

○
×

生
産

開
始

ま
で

の
影

響
調

査
（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
）
計

画
書

－
△

九
州

電
力

（
株

）
へ

の
系

統
連

系
等

の
関

係
で

、
生

産
井

と
し

て
の

利
用

ま
で

相
当

期
間

（
1
年

以
上

）
が

空
く
場

合
、

周
辺

の
状

況
変

化
を

把
握

す
る

た
め

引
き

続
き

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
行

う
周

辺
に

状
況

変
化

が
生

じ
て

い
る

場
合

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
地

点
の

変
更

が
あ

り
う

る
の

で
県

と
相

談
の

こ
と

生
産

開
始

後
の

影
響

調
査

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
）
計

画
書

○
○

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

泉
源

所
有

者
の

承
諾

書
○

○
地

元
説

明
に

関
す

る
状

況
説

明
書

○
○

試
験

井
掘

削
結

果
や

今
後

の
事

業
計

画
を

あ
ら

た
め

て
説

明
し

、
要

望
等

に
つ

い
て

も
真

摯
に

対
応

す
る

こ
と

地
域

協
議

会
の

検
討

状
況

○
○

排
水

計
画

書
及

び
還

元
井

の
設

置
計

画
書

○
○

排
水

及
び

還
元

井
に

つ
い

て
の

考
え

方
を

最
終

的
に

示
す

と
と

も
に

、
具

体
的

な
実

施
内

容
を

提
出

誓
約

書
（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

影
響

時
の

対
応

）
○

○
長

期
休

止
期

間
等

も
踏

ま
え

て
参

考
様

式
を

改
訂

し
て

い
る

の
で

注
意

図
５

　
試

験
井

掘
削

か
ら

生
産

開
始

ま
で

の
モ

デ
ル

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

掘
削

許
可

期
間

掘
削

・
調

査
・
分

析

事
前

協
議

＜
生

産
井

＞

＜
試

験
井

＞

申
請

許
可

未
利

用
期

間
生

産
開

始

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

（対
象

地
点

見
直

し
）

事
前

協
議

申
請

許
可

事
前

調
査

※
掘

削
工

事
廃

止
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（７）添付書類の意義（必要性）、記載内容 

 ○掘削理由書（地熱発電）（参考様式－地熱１） 

   試験井を掘削する場合、掘削理由書において試験井の設置における以下の項目を含

む調査概要を説明すること。 

     ① 口径の設定根拠 

     ② 試験井の設置により検討する項目 

     ③ 試験井のモニタリング計画 

 

 ○地熱構造モデル図、地熱流体流動モデル図（様式なし） 

・具体的な掘削地点を選定するには、客観性及び直近の学術的所見を必要とするが、Ｎ

ＥＤＯ等が過去に実施した広域的な地熱資源調査だけでは最新の科学的な調査が反

映されていないため、電磁探査等の追加調査を実施した上で、選定する必要がある。

事前調査の結果を元に地熱構造モデル図、地熱流体流動モデル図を作成すること。 

・地熱資源量推定根拠を提出すること。 

 

*既存論文もしくは既存資料を引用する場合には、必ず現況との比較に基づいて推定

根拠資料を作成すること。 

*特別保護地域及び保護地域の地熱貯留層と同等である場合、開発にあたって配慮す

ること。 

 

 ○発電事業計画書（参考様式－地熱２） 

・発電目的の場合、固定価格買取制度の設備認定に係る書類（認定見込）及び九州電力

（株）の系統連系関係の進捗を示す書類を提出すること。 

  ・利用目的に見合った掘削の妥当性を証する計画書とするため、以下の項目について具

体的に説明すること。 

① 事業内容 

② 掘削位置及び口径、深度の選定理由 

③ 事業スケジュール 

④ 収支計画 

⑤ 発電設備の概要 

⑥ 発電以外の事業計画 

    

○モニタリング調査報告書（参考様式－地熱３） 

（ア）モニタリングの意義、継続性 

四季でゆう出量が変動する地域があるため、掘削開始前最低１年間以上継続し

て実施し作成すること。 
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（イ）モニタリングの内容 

下表のとおりとする。 

 

（ウ）モニタリング箇所の選定 

モニタリング箇所は複数とし、申請者が事前調査の結果に基づき選定して県と協

議を行うこと。また内規第９条に基づく特別保護地域及び保護地域内でモニタリン

グを実施する場合は、それぞれの地域で複数箇所選定すること。 

 

（エ）他事業者のモニタリング箇所との重複 

申請者単独でモニタリングを実施すること。ただし、泉源が少なく合理性が認めら

れる場合、共同モニタリングを認めるが実施方法等については県と協議すること。 

期間 調査項目 調査期間 その他

事前モニタリング

・掘削開始前最低月１回、１
年間以上、継続して測定す
ること。
・掘削にあたっては、掘削直
前、掘削中、掘削直後に測
定すること。
・温泉成分（中分析程度）に
ついては、年１回以上測定
し、電気伝導度に影響が見
られる場合は測定の頻度を
上げること。

噴出試験

・噴出試験の前後で測定し、
計画書に基づき、試験期間
中も測定すること。
・温泉成分（中分析程度）に
ついては、噴出試験の前後
に測定すること。

【噴出試験モニタリング報告書】
　モニタリングの結果について、周辺の
泉源への影響を確認するため、第三者
による評価を記載すること。

生産開始後
（生産開始前含む）

 ・最低四半期ごとに測定し、
影響が見られるような変化
がある場合は測定の頻度を
上げること。
・温泉成分（中分析程度）に
ついては、年１回以上測定
し、影響が見られるような変
化がある場合は測定の頻度
を上げること。

【調査範囲】
　季節的な変動や経年的な変動状況
を把握するため、事前モニタリングから
実施している泉源でモニタリングを継
続すること。

表７　モニタリングの内容

○自噴泉、動力泉共通
　・温度
　・電気伝導度
　・pH
　・温泉成分（中分析程度）

　上記項目に加え、泉源の
性質ごとに、以下の調査を
実施すること。

○自噴泉の場合
　・ゆう出量
　・孔口圧力

○動力泉の場合
　・ゆう出量
　・地下水位
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（オ）モニタリング泉源所有者の承諾書（様式なし）の提出 

継続的なモニタリングの実施を担保するため、モニタリングの実施にあたって同

意書を取ること。 

 

 

○地元説明に関する状況説明書（参考様式－地熱６） 

 （ア）説明を要する対象者の選定 

事前調査に基づき、地熱井掘削による影響が考えられる範囲を設定し、その範囲

における以下の対象者等に対し説明会を開催すること。対象者の具体的な選定に

あたっては地元市町村にも相談することが望ましい。 

      ①地元住民 

      ②温泉事業者 

      ③既存の地熱事業者 

 

 （イ）説明内容と時期 

    【「全体計画」で申請する場合】 

試験井掘削計画段階で説明会を開催し、「全体計画」について説明を行うこと。

試験井掘削工事開始後は説明会を年１回以上開催し、以下の説明を行い、その内容

について地元説明に関する状況説明書（参考様式－６）を大分県に提出すること。    

①モニタリング調査結果 

②地熱開発に伴う既存温泉や既存地熱井への影響に関する検証結果 

③地熱開発の進捗等の現状報告 

  また、モニタリングの結果については影響調査報告書（試験井掘削工事後）（参

考様式－地熱８）を大分県に提出すること。 

なお、試験井掘削工事開始後の説明会は、地域協議会の設立に代えることができ

る。 

 

    【「全体計画」以外で申請を行う場合】 

  試験井掘削計画段階で説明会を開催し、掘削計画について説明を行うこと。 

その際に、モニタリング調査計画を示すこと。 

 

 （ウ）意見や要望に対する対応 

     意見や要望が出た場合は、真摯に対応すること。 
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○地域協議会の検討状況（様式なし） 

      地熱開発事業は、地域の自然環境や生活環境に配慮し、地域と共生しながら進めてい

くことが重要である。このため、地域社会・温泉資源・自然環境等に十分配慮しながら

地域関係者と協議・調整を行うことを目的として次の体制を参考に地域協議会を設立

することが望ましい。 

 

 

 

  （参考）地域協議会の体制について 

 

①開催場所 

   影響を及ぼす可能性がある温泉地が存在する市町村で開催 

②開催時期 

・試験井掘削計画段階 １回 

・試験井掘削工事開始後 年１回以上 

※発電所運転開始後も継続的に実施 

・その他必要に応じて開催 

③構成員 

・影響を及ぼす可能性のある温泉地が存在する市町村の温泉・地熱開発担当課、温泉地

区の代表者（区長等）、温泉事業者、地熱事業者等で構成 

・学識経験者については、必要に応じて構成員に追加 

（ただし、大分県環境審議会温泉部会の委員は除く） 

④運営方法 

  ・「全体計画」申請事業者に事務局を設置 

・事務局で設置要綱（参考様式 地熱－１０）を作成 

・協議内容を大分県環境審議会温泉部会事務局へ報告し、温泉部会委員から提出された

意見については地域協議会事務局で対応 
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○排水計画書及び還元井の検討・設置計画書（様式なし） 

還元井の設置を検討した上で、申請地点の状況を踏まえた申請者の考え方を一般な

考え方と比較し、その妥当性を説明すること。 

*以上の記載に、申請者の温泉資源の保護意識の理解の上に位置づけられていることが

表現されること。 

 

○モニタリングの実施及び温泉源への影響が認められた場合の対処に係る誓約書 

                               （参考様式－地熱９） 

生産井売買や撤退など、将来的な状況変化が発生した場合にも誠意ある対応が継続

される旨の記載とする。 

 

○生産井転用 

   必要となる提出書類は表６に掲げてあるが、以下を踏まえ書類作成すること。 

① 試験井の位置づけとの整合性を図る 

② 生産井転用後の周辺井の継続したモニタリングにより温泉資源の保護と適正利

用に資する 

 

    申請時期（試験井との関係）は図５に掲げてあるが、下記事項に十分に留意するこ

と。 

① 試験井のモニタリング結果及び調査による資源分析後に申請の準備をすること 

② 申請に係る県（自然保護推進室）との事前協議を要する 
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表
８

 
「
全

体
計

画
」
作

成
時

に
必

要
な

記
載

内
容

に
つ

い
て

 

 
 

「
全

体
計

画
」の

記
載

内
容

 
参

考
と

な
る

論
文

 

１ 本 目 掘 削  

１
 

事
業

の
目

的
及

び
内

容
に

つ

い
て

 

 

（１
）地

熱
開

発
事

業
の

目
的

 

（２
）事

業
計

画
 

 
 

事
業

主
体

：会
社

名
、

代
表

者
、

住
所

 

 
 

予
定

地
：予

定
地

の
住

所
、

土
地

所
有

者
 

 
 

発
電

規
模

：総
出

力
○

○
ｋ
ｗ

（発
電

機
○

○
ｋ
ｗ

×
△

基
） 

 
 

予
定

掘
削

本
数

：○
○

本
、

口
径

：○
○

m
m

、
掘

削
深

度
：○

○
ｍ

 

 
 

総
事

業
費

：掘
削

工
事

、
発

電
所

建
設

等
の

総
事

業
費

 

 
 

資
金

調
達

：自
己

資
金

、
資

金
借

入
先

、
調

達
方

法
な

ど
 

 
 

設
備

認
定

：固
定

価
格

買
取

り
制

度
の

設
備

認
定

状
況

 

（３
）事

業
実

施
想

定
区

域
の

位
置

、
範

囲
及

び
選

定
の

理
由

 

 
 

事
前

調
査

等
科

学
的

根
拠

に
基

づ
い

た
理

由
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

参
考

論
文

：１
 

「P
re

ss
ur

e 
In

te
rf

er
en

ce
 T

es
tｓ

 a
t 

th
e 

W
as

ab
iz

aw
a 

G
eo

th
er

m
al

 F
ie

ld
,A

ki
ta

 P
re

fe
ct

ur
e,

Ja
pa

n」
(秋

田
県

山
葵

沢
地

熱
地

帯
に

お
け

る
圧

力
干

渉
試

験
) 

「静
止

中
の

井
戸

の
圧

力
と

標
高

の
関

係
」 

※
詳

細
に

つ
い

て
は

「地
熱

エ
ネ

ル
ギ

ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
」

P
24

8（
２

）地
熱

貯
留

層
圧

力
を

参
考

と
す

る
こ

と
。

 

・他
の

試
験

井
の

圧
力

と
標

高
を

使
い

、
表

に
プ

ロ
ッ

ト
さ

せ
る

こ
と

で
貯

留
層

と
の

関
係

性
を

推
測

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

（あ
く

ま
で

も
推

測
で

あ
り

、
引

き
続

き
調

査
は

必
要

。
） 

 参
考

論
文

：２
 

「計
算

機
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

に
よ

る
温

泉
資

源
の

適
正

ゆ
う
出

量

の
一

般
化

の
試

み
」 

（算
出

に
必

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
） 

・温
泉

帯
水

層
(貯

留
層

)の
圧

力
 

・温
泉

帯
水

層
(貯

留
層

)の
温

度
 

・開
発

エ
リ

ア
の

面
積

 

・浸
透

率
・層

厚
積

 

・貯
留

係
数

 

  

２
 

事
業

実
施

想
定

区
域

に
関

す
る

情
報

に
つ

い
て

 

・周
辺

５
ｋ
ｍ

（及
び

５
ｋ
ｍ

を
超

え
る

影
響

が
予

測
さ

れ
る

範
囲

）の
温

泉
地

・他
の

事

業
者

の
地

熱
井

の
配

置
状

況
等

を
記

載
す

る
こ

と
。

 

３
 

科
学

的
根

拠
に

基
づ

い
た

調

査
・予

測
及

び
評

価
の

手
法

に

つ
い

て
 

 

（
１

）科
学

的
根

拠
に

基
づ

き
、

地
熱

貯
留

層
の

存
在

範
囲

と
温

泉
帯

水
層

と
の

関

係
を

明
確

化
す

る
こ

と
 

①
周

辺
５

ｋ
ｍ

（及
び

５
ｋ
ｍ

を
超

え
る

影
響

が
予

測
さ

れ
る

範
囲

）で
の

影
響

を
受

け
や

す
い

泉
質

の
温

泉
の

配
置

状
況

を
記

載
す

る
こ

と
。

(参
考

論
文

：３
) 

ま

た
、

そ
の

泉
質

の
温

泉
を

調
査

し
明

ら
か

に
な

っ
た

こ
と

を
記

載
す

る
こ

と
。

 

 ②
既

存
の

温
泉

分
析

書
・論

文
等

（既
存

の
資

料
で

既
に

分
か

る
こ

と
）、

各
種

探

査
に

よ
る

地
表

調
査

、
周

辺
調

査
等

（新
し

く
調

査
し

て
分

か
っ

た
こ

と
）で

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

開
発

対
象

と
す

る
地

熱
貯

留
層

の
平

面
・深

さ
方

向
の
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広
が

り
、

熱
水

系
の

構
造

（キ
ャ

ッ
プ

ロ
ッ

ク
構

造
の

有
無

、
熱

源
お

よ
び

熱
水

・

蒸
気

の
涵

養
源

な
ど

）を
推

測
し

、
周

辺
５

ｋ
ｍ

（及
び

５
ｋ
ｍ

を
超

え
る

影
響

が
予

測
さ

れ
る

範
囲

）の
既

存
温

泉
や

既
存

地
熱

井
と

開
発

対
象

と
す

る
地

熱
貯

留

層
と

の
位

置
関

係
、

関
係

性
の

評
価

、
お

よ
び

影
響

に
つ

い
て

予
測

し
評

価
す

る
こ

と
。

ま
た

、
そ

の
予

測
に

対
し

て
は

、
以

下
「手

法
に

つ
い

て
」に

基
づ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。
 

 ③
１

本
目

を
掘

削
す

る
こ

と
で

取
得

が
期

待
で

き
る

デ
ー

タ
に

つ
い

て
、

以
下

「手

法
に

つ
い

て
」に

基
づ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。
そ

の
他

、
考

え
ら

れ
る

調
査

で
取

得
が

期
待

で
き

る
デ

ー
タ

に
つ

い
て

、
以

下
「手

法
に

つ
い

て
」に

基
づ

い
て

記

載
す

る
こ

と
。

 

 

 

ア
.調

査
の

手
法

に
つ

い
て

 

そ
れ

ぞ
れ

の
手

法
に

対
し

て
、

以
下

の
内

容
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

（・
調

査
項

目
 

・調
査

手
法

 
・調

査
地

域
 

・調
査

地
点

等
 

・調
査

期
間

） 

 
  

ま
た

、
調

査
の

結
果

を
記

載
す

る
こ

と
。

 

 

イ
.予

測
の

手
法

に
つ

い
て

 

そ
れ

ぞ
れ

の
手

法
に

対
し

て
以

下
内

容
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

（・
予

測
項

目
 

・予
測

手
法

 
・予

測
地

域
 

・予
測

地
点

 
・予

測
対

象
時

期
） 

ま
た

、
②

ま
た

は
③

で
得

ら
れ

た
デ

ー
タ

を
活

用
し

、
論

文
を

参
考

と
し

、
周

辺
の

温
泉

と
地

熱
貯

留
層

の
位

置
関

係
を

推
測

し
、

周
辺

５
ｋ
ｍ

（及
び

５
ｋ
ｍ

を

超
え

る
影

響
が

予
測

さ
れ

る
範

囲
）の

温
泉

ま
た

は
地

熱
井

へ
の

影
響

を
予

測

す
る

こ
と

。
（参

考
論

文
：１

、
３

） 
 

①
一

般
値

（論
文

な
ど

か
ら

の
代

表
的

な
地

層
の

浸
透

率
な

ど
）

を
与

え
る

こ
と

で
現

実
的

な
本

数
を

計
算

し
、

シ
ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
す

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。

（1
本

目
の

試
験

井
の

掘
削

で

パ
ラ

メ
ー

タ
を

得
る

こ
と

が
で

き
れ

ば
２

本
目

の
掘

削
申

請
時

に
検

証
が

可
能

と
な

る
。

） 

 ②
国

立
研

究
開

発
法

人
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
・産

業
技

術
総

合
開

発

機
構

（N
E
D

O
）の

調
査

な
ど

で
、

付
近

の
試

験
井

の
デ

ー
タ

が
あ

れ
ば

、
そ

の
デ

ー
タ

を
使

う
こ

と
で

計
算

が
可

能
で

あ
る

。
 

（1
本

目
の

試
験

井
の

掘
削

で
パ

ラ
メ

ー
タ

を
得

る
こ

と
が

で
き

れ
ば

２
本

目
の

掘
削

申
請

時
に

検
証

が
可

能
と

な
る

。
） 

 参
考

論
文

：３
 

「温
泉

帯
水

層
と

地
熱

貯
留

層
と

の
水

理
・熱

的
関

係
に

つ
い

て

の
温

泉
地

化
学

的
手

法
に

よ
る

分
類

」※
フ

ロ
ー

チ
ャ

ー
ト
の

高

温
の

炭
酸

水
素

塩
泉

の
取

扱
い

に
関

し
て

は
注

意
が

必
要

 

・周
辺

５
ｋ
ｍ

を
超

え
る

影
響

が
予

測
さ

れ
る

範
囲

の
温

泉
の

泉
質

を
調

査
し

、
影

響
を

受
け

そ
う

な
泉

質
の

温
泉

の
有

無
を

確
認

で
き

る
。

 

 

手
法

に
つ

い
て
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ウ
．

評
価

の
手

法
に

つ
い

て
 

 
 

 
そ

れ
ぞ

れ
の

手
法

に
対

し
て

以
下

内
容

を
記

載
す

る
こ

と
。

 

（・
評

価
項

目
 

・評
価

手
法

 
・評

価
地

域
 

・評
価

地
点

 
・評

価
対

象
時

期
） 

温
泉

帯
水

層
へ

の
影

響
を

確
認

す
る

た
め

の
評

価
の

項
目

・手
法

を
選

定

す
る

こ
と

。
 

例
：評

価
の

項
目

（水
温

・水
質

・
水

量
） 

手
法

：モ
ニ

タ
リ

ン
グ

調
査

な
ど

 

 
 

※
具

体
的

な
内

容
に

つ
い

て
も

記
載

す
る

こ
と

。
 

   （
２

）当
該

地
熱

貯
留

層
に

お
い

て
○

本
の

温
泉

掘
削

は
、

離
隔

距
離

を
取

ら
ず

と
も

周
辺

へ
の

影
響

が
生

じ
な

い
か

検
証

を
行

う
こ

と
 

①
既

存
の

温
泉

分
析

書
・論

文
等

（既
存

の
資

料
で

既
に

分
か

る
こ

と
）、

各
種

探

査
に

よ
る

地
表

調
査

、
周

辺
調

査
等

（新
し

く
調

査
し

て
分

か
っ

た
こ

と
）で

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

地
熱

貯
留

層
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

や
○

本
の

温
泉

掘
削

で
は

離
隔

距
離

を
取

ら
ず

と
も

周
辺

へ
の

影
響

が
生

じ
な

い
か

予
測

（参
考

：論

文
２

） 
ま

た
、

そ
の

予
測

に
対

し
て

、
以

下
ア

、
イ

、
ウ

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ

と
。

 

 

②
１

本
目

を
掘

削
す

る
こ

と
で

取
得

が
期

待
で

き
る

デ
ー

タ
に

つ
い

て
、

以
下

「手

法
に

つ
い

て
」に

基
づ

い
て

記
載

を
行

う
こ

と
。

そ
の

他
、

考
え

ら
れ

る
調

査
で

取

得
が

期
待

で
き

る
デ

ー
タ

に
つ

い
て

、
以

下
「手

法
に

つ
い

て
」に

基
づ

い
て

記

載
す

る
こ

と
。
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ア
.調

査
の

手
法

に
つ

い
て

 

そ
れ

ぞ
れ

の
手

法
に

対
し

て
以

下
内

容
を

記
載

す
る

こ
と

。
 

（・
調

査
項

目
 

・調
査

手
法

 
・調

査
地

域
 

・調
査

地
点

等
 

・調
査

期
間

） 

 イ
.予

測
の

手
法

に
つ

い
て

 

そ
れ

ぞ
れ

の
手

法
に

対
し

て
以

下
内

容
を

記
載

を
す

る
こ

と
。

 

（・
予

測
項

目
 

・予
測

手
法

 
・予

測
地

域
 

・予
測

地
点

 
・予

測
対

象
時

期
） 

ま
た

、
①

ま
た

は
②

の
調

査
で

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
を

活
用

し
、

地
熱

貯
留

層
の

ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
や

○
本

の
温

泉
掘

削
で

は
離

隔
距

離
を

取
ら

ず
と

も
周

辺
へ

の
影

響

が
生

じ
な

い
か

予
測

を
す

る
こ

と
。

（参
考

論
文

：２
） 

 
ま

た
、

１
本

目
を

掘
削

す
る

こ
と

で
、

ど
の

よ
う

な
新

し
い

デ
ー

タ
が

得
ら

れ
る

か
予

測
す

る
こ

と
。

 

 ウ
．

評
価

の
手

法
に

つ
い

て
 

 
そ

れ
ぞ

れ
の

手
法

に
対

し
て

以
下

内
容

を
記

載
を

す
る

こ
と

。
 

（・
評

価
項

目
 

・評
価

手
法

 
・評

価
地

域
 

・評
価

地
点

 
・評

価
対

象
時

期
）温

泉
帯

水
層

へ
の

影
響

を
確

認
す

る
た

め
の

評
価

の
項

目
・手

法
を

選
定

す
る

こ
と

。
 

例
：評

価
の

項
目

（水
温

・水
質

・水
量

）
 

手
法

：温
泉

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

 

 
 

 
※

具
体

的
な

内
容

に
つ

い
て

も
記

載
す

る
こ

と
。

 

 

４
 

科
学

的
根

拠
に

基
づ

い
た

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
つ

い
て

 

上
記

（１
）
（２

）を
踏

ま
え

、
地

熱
構

造
モ

デ
ル

を
作

成
し

、
科

学
的

に
地

熱
貯

留
層

（範
囲

、
熱

水
利

用
量

）に
つ

い
て

推
定

す
る

こ
と

。
 

手
法

に
つ

い
て
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２ 本 目 以 降 掘 削  

 

・１
本

目
以

降
の

掘
削

終
了

後
に

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
や

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
結

果
を

用
い

、

掘
削

前
に

行
っ

た
予

測
に

対
し

て
の

評
価

を
行

い
、

計
画

の
修

正
を

行
う

こ
と

。
 

（得
ら

れ
た

デ
ー

タ
が

想
定

通
り

の
も

の
で

あ
っ

た
か

、
想

定
と

違
っ

て
い

た
点

は
何

か
） 

・掘
削

に
よ

っ
て

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
を

使
い

、
地

熱
流

体
モ

デ
ル

や
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

モ
デ

ル
を

作
成

す
る

こ
と

。
 

※
予

測
と

異
な

る
結

果
と

な
っ

た
も

の
に

関
し

て
は

原
因

分
析

を
行

う
事

。
 

※
２

本
目

以
降

の
掘

削
に

よ
っ

て
、

ど
の

よ
う

な
新

し
い

デ
ー

タ
を

得
る

こ
と

が
で

き
る

か
。

ま
た

、
そ

の
デ

ー
タ

を
使

い
ど

の
よ

う
に

評
価

を
行

う
の

か
に

つ
い

て
記

載
す

る
こ

と
。

 

  

参
考

論
文

：１
 

「P
re

ss
ur

e 
In

te
rf

er
en

ce
 T

es
tｓ

 a
t 

th
e 

W
as

ab
iz

aw
a 

G
eo

th
er

m
al

 F
ie

ld
,A

ki
ta

 P
re

fe
ct

ur
e,

Ja
pa

n」
(秋

田
県

山
葵

沢
地

熱
地

帯
に

お
け

る
圧

力
干

渉
試

験
) 

「静
止

中
の

井
戸

の
圧

力
と

標
高

の
関

係
」 

※
詳

細
に

つ
い

て
は

「地
熱

エ
ネ

ル
ギ

ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
」

P
24

8（
２

）貯
留

層
圧

力
を

参
考

と
す

る
こ

と
。

 

・掘
削

後
の

試
験

井
の

圧
力

と
標

高
を

使
い

、
貯

留
層

と
の

関

係
性

の
検

証
を

行
う

こ
と

。
 

 参
考

論
文

：２
 

「計
算

機
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

に
よ

る
温

泉
資

源
の

適
正

ゆ
う
出

量

の
一

般
化

の
試

み
」 

・実
際

に
試

験
井

を
掘

削
し

た
こ

と
で

得
た

パ
ラ

メ
ー

タ
ー

を

利
用

し
仮

定
の

値
の

検
証

を
行

う
こ

と
。

 

 地
熱

エ
ネ

ル
ギ

ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
 

圧
力

干
渉

試
験

に
つ

い
て

(協
議

会
で

要
望

が
出

た
場

合
) 

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
に

つ
い

て
(協

議
会

で
要

望
が

出
た

場
合

) 

・
詳

細
に

つ
い

て
は

「地
熱

エ
ネ

ル
ギ

ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
」P

21
5

～
を

参
考

と
す

る
こ

と
。
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○
「
参

考
と

な
る

論
文

」
に

関
す

る
情

報
 

（参
考

論
文

：１
） 

「P
re

ss
ur

e 
In

te
rf

er
en

ce
 T

es
tｓ

 a
t 

th
e 

W
as

ab
iz

aw
a 

G
eo

th
er

m
al

 F
ie

ld
,A

ki
ta

 P
re

fe
ct

ur
e,

Ja
pa

n」
(秋

田
県

山
葵

沢
地

熱
地

帯
に

お
け

る
圧

力
干

渉
試

験
) 

H
ir
o
ak

i 
A

sa
i1

, 
Sh

ig
et

ak
a 

N
ak

an
is

hi
1,

 S
h
ig

eo
 T

ez
uk

a1
, 
C

hi
to

sh
i 
A

ka
sa

ka
1,

 K
en

ji 
Sa

sa
ki

1,
 K

en
go

 T
ak

iz
aw

a1
,T

ak
as

hi
 K

an
ek

o2
, 
an

d 
Sh

uj
i 
A

jim
a3

 

 （参
考

論
文

：２
） 

・「
温

泉
帯

水
層

と
地

熱
貯

留
層

と
の

水
理

・熱
的

関
係

に
つ

い
て

の
温

泉
地

化
学

的
手

法
に

よ
る

分
類

」 

安
川

香
澄

・野
田

徹
郎

（２
０

１
７

）：
日

本
地

熱
学

会
誌

、
第

39
巻

、
第

4
号

、
P
20

3～
２

１
５

 

・・
・h

tt
ps

:/
/d

oi
.o

rg
/1

0.
11

3
67

/
gr

sj
.3

9.
20

3 

 （参
考

論
文

：３
） 

・「
計

算
機

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
温

泉
資

源
の

適
正

ゆ
う
出

量
の

一
般

化
の

試
み

」 

松
本

光
央

・糸
井

龍
一

：大
分

県
温

泉
調

査
研

究
会

報
告

 
第

73
号

、
P
13

～
３

２
 

・・
・h

tt
ps

:/
/w

w
w
.p

re
f.
oi

ta
.j
p/

up
lo

ad
ed

/a
tt

ac
hm

en
t/

21
60

77
4.

pd
f 

こ
の

計
算

式
を

計
算

す
る

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
開

発
に

つ
い

て
の

論
文

 

・「
温

泉
帯

水
層

の
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

算
出

す
る

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
開

発
」 

松
本

光
央

・高
木

 
敬

太
郎

：大
分

県
温

泉
調

査
研

究
会

報
告

 
第

7４
号

、
P
1～

８
 

・・
・h

tt
ps

:/
/w

w
w
.p

re
f.
oi

ta
.j
p/

up
lo

ad
ed

/a
tt

ac
hm

en
t/

22
04

29
0.

pd
f 

 

（地
熱

エ
ネ

ル
ギ

ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
に

つ
い

て
） 

・地
熱

エ
ネ

ル
ギ

ー
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
 

オ
ー

ム
社

（２
０

１
４

） 
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